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2026/6/18 

6月議会代表質問（答弁込み） 

日本共産党 駒形八寿子 

 

1. 物価高・資材不足から暮らしと営業を守るための支援について 

中東情勢の悪化が長期化し、引き続く物価高騰に加えて、さらなる物価高

や資材不足が深刻化し、さまざまな分野に影響が広がり、コロナ禍を上回る

とも言われる暮らしと営業に対する市民の不安が高まっています。 

国は 6月上旬、3兆円の補正予算を決定しましたが、暮らしと営業を守る

ための具体的措置はありません。 

全国の自治体や商工団体から、相談体制の強化や中小業者への経営支援の

要望が出されています。 

日本共産党市議団は 5月 29日「イラン戦争の影響から暮らしと地域経済

を守る要望書」を市長に提出したところです。 

 

（1） 中小事業者への支援について 

 私はこの間、市内の中小業者の方から聞き取りを行いました。 

塗装業の方です。 

「外壁の下塗りに使用するシンナーや接着剤の調達が不安定。５月中旬か

ら注文できないでいる。このままだと、仕事がない、収入がない、倒産にな

る。自分のところは、後２軒分の資材しかない、つぶれていくのではないか

と不安である。 

業界の中でも、つぶれない為、生き残るため、買いだめも発生している。 

コロナ禍の時よりきつい、これから借金返そうとしていた矢先の業者もい

たところなのに。 

市議会報告で予算が決まったことを知った、市の財政状況はどうなのか？

支援をお願いしたい。中小企業を助けて欲しい。」 

また、自動車整備の方は、 

「車のエンジンオイル価格が 2倍にもなる。6月からはタイヤの納品が難

しくなると連絡があった。」 

クリーニング業の方も、 

「すべて石油由来のものが、値上がっているが、クリーニング代を上げる

のが怖い。値上げすれば、お客さんが来なくなるのではないか、みんな自
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分で洗うのではないか。」と不安をつのらせていました。 

そこで、まず市内中小企業の方々の  

質問 1. 

実態調査を行政として行うべきと考えますが見解をおきかせください。 

（＊中東情勢が中小事業者に与える影響に関し、実態調査を行うべきと考え

るが、見解を伺いたい。） 

 

＜答弁＞ 

中東情勢の不安定化による市内中小事業者への影響については、企業の業

種や事業規模、取引形態等により様々であり、それぞれの実態を的確に把握

することが重要であると考えております。 

そこで、市では、5月から 6月にかけて「建設連合協同組合」、「塗装協同

組合」、「管工事協同組合」、「料飲調理師会」などの各経済団体や、市内の金

融機関にヒアリングを実施するとともに、市内事業者の身近な相談窓口であ

る「産業支援センター」での相談内容を参考にするなど、個別の企業や業界

の状況を丁寧に把握するよう努めております。 

今後は、中小事業者の経営状況等を定期的に把握するために半期ごとに実

施している「地域経済動向調査」の７月調査におきまして、中東情勢の不安

定化の影響について、資材調達や価格転嫁の状況に関する調査項目を新たに

追加することで、売上への影響やコスト負担など、詳細な状況の把握を継続

して行ってまいります。 

 

《答弁後》実態調査は、一部局だけでは困難であり、関係する部局の横断的 

な対応が必要だと考えます。また、臨海企業の生産の動向、各種産業・業

種、市民のくらしへの影響など、調査することが重要であると考えます。 

 

 

質問 2.次にその影響についてお聞きします。 

経営基盤が弱い中小企業、小規模事業者の経営と、そこで働く従業員の雇

用を守ることが求められます。ナフサショックは、特に末端の事業者が影響

を受けています。 

ナフサはご承知のように、石油化学製品の基礎的な物質で、プラスチック

や繊維などあらゆる石油化学製品の原料として使われ、シンナー、オイル、



3 

 

ゴムなどの原料となり影響が出ているわけです。ナフサはまさに生活の素と

なっています。 

また、全国的には、建設業界などでは、コロナ時の融資の返済が本格化

し、資金繰りが限界に達する企業が増え、倒産の危機が報じられています。 

 そこで、本市において、中東情勢の悪化が中小事業者に及ぼす影響につい

てどのように把握されているのかお伺いします。 

＜答弁＞ 

中東情勢が中小事業者に与える影響について、お答えいたします。 

現在、市内中小事業者が受けている影響につきましては、市内事業者等へ

のヒアリング結果において、建設関係等の零細事業者から資材価格や調達に

関する相談が数件寄せられているものの、直ちに事業継続が困難になるとい

った切迫した相談は確認しておりません。 

また、懸念されておりますナフサ由来の化学製品等の動向につきまして

も、経済産業省からの情報収集や臨海部企業への聞き取りなどから、塗料・

シンナー等の供給の偏りや流通の目詰まりが生じているものの、供給拡大や

目詰まり解消に取り組んでおり、サプライチェーン全体を通じた通常の生産

活動は維持されているものと承知しております。 

しかしながら、ヒアリング調査において、資材等の価格高騰や調達の遅れ

に関する声も把握しており、市内の様々な業種において事業継続に対する不

安が高まっているものと捉えております。 

市といたしましては、中東情勢が予断を許さない状況にあることから、引

き続き関係機関と緊密に連携し、市内中小事業者の経営状況について、しっ

かりと把握してまいります。 
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質問 3.事業継続できる支援について 

特別相談窓口やセーフティーネット貸付などの支援策の周知や、市としての

利子補給、ゼロゼロ融資の返済猶予の再延長の国に対する要請など、事業継

続できるような支援策が必要と考えますがいかがですか。 

＜答弁＞ 

事業を継続するための支援について、お答えいたします。 

市では、中小事業者が事業に必要な資金を円滑に調達できるよう「中小企

業資金融資制度」により、低利率での融資や利子補給を実施しております。 

このような中で、中東情勢の影響を鑑み、7月から、融資メニューの一つ

である「経営安定化資金」において、国のセーフティーネット保証と連動

し、建設業・設備工事業等における指定業種の大幅な拡充を予定していると

ころです。 

また、中東情勢の影響を受けている事業者へ市支援策だけでなく国県など

の各種相談窓口や制度融資等の必要な情報がしっかり行き届くよう、市のウ

ェブサイトに支援情報を一元的にとりまとめ掲載するとともに、情報発信を

行っております。 

なお、市独自の補助金などの直接的な支援施策につきましては、今後の中

東情勢の影響や国の動向、並びに地域経済の状況等を総合的に勘案し、引き

続き必要性を検討してまいります。 

 

≪答弁後≫ 

神奈川県横須賀市では中小企業への緊急アンケートで、資材高騰の影響が

全ての業種に広がり資金繰りの悪化が懸念されるとして、新たに受ける融資

に対する信用保証料を全額保証する、補正予算に 2,600万円を計上すると

の報道がありました。 

 本市においても、実態調査と物価高騰・資材不足の現状にあわせた支援策

を行うための補正予算の検討を求めます。 
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（2） 医療機関への支援について 

医療機関の聞き取りでは、医療用手袋の不足や値上がり、介護現場でも手

袋の不足で職員が市内を走り回っているとの声が寄せられました。 

質問 1.中東情勢が医療機関に及ぼす影響について 

＜答弁＞ 

中東情勢による医療機関への影響について、お答えをいたします。 

現下のイラン情勢による石油関連製品の供給不足への懸念に伴い、我が国

の経済活動などに影響が生じている状況を受け、国におきましては、医療分

野も含めさまざまな分野への影響を把握するとともに、それを受けた対応を

図っております。 

医療分野におきましては、製造販売業者や医療機関等へのヒアリングなど

を通じまして、医療物資等の供給状況に係る情報収集を行っているところで

あり、ご質問の、医療用手袋につきましては、全体として、直ちに供給が不

足する状況ではないとする一方で、一部の医療機関において確保が困難にな

っている状況を踏まえ、保有する備蓄品から放出する等の対応を図っており

ます。 

このような状況の中、本市への影響でございますが、市で開設しておりま

す市原市急病センターでは、現在のところ、医療物資等に不足はなく、診療

に支障は生じておりません。 

また、市原市医師会などの医療関係者への聞き取りにおきましても、現時

点では、大きな影響はないものと伺っております。 

市といたしましては、今後も、医師会等の関係団体を通じまして、状況の

把握を図るとともに、国の動向を注視してまいります。 
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（3）市民への物価高騰対策について 

農業や酪農業でも、尿素肥料の値上がり、燃料費のアップやビニールシ

ート、夏場の電気代の負担増などが聞き取り調査でわかりました。 

以下いくつかの市民負担軽減策に対する当局の考えをお聞きします。 

質問 1. 

国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の低所得世帯に対する負担軽減

について 

所得に占める保険料負担率が国保は被用者保険より１・７倍も重いので

す。生活を圧迫する高い国保料が大きな問題だとおもいます。上野賢一郎

厚労相は「国保の保険料負担が相対的に重くなっている」との認識を国会

で示されました。 

 

＜答弁＞ 

国民健康保険料などの低所得世帯への負担軽減につきまして、お答えをい

たします。 

国民健康保険料につきましては、昨今の物価上昇に伴う所得水準の全体的

な上昇の影響による低所得世帯の負担軽減措置として、対象となる世帯の範

囲が縮小しないよう、判定基準額の引き上げ等を内容とする国民健康保険条

例の改正を、令和８年第１回市議会定例会において議決いただいたところで

ございまして、令和８年度の保険料から適用となります。 

また、後期高齢者医療保険料につきましても、千葉県後期高齢者医療広域

連合におきまして、後期高齢者医療に関する条例を改正するなど同様の状況

でございます。 

このほか、失業や収入減少などによりまして、保険料の納付が困難となっ

た世帯に対する減免制度も実施しているところでございます。 

市といたしましては、低所得世帯への負担軽減において、このような対応

を図っているところであり、これらの制度の対象となる方が確実に利用でき

るよう、保険料納入通知書などに案内リーフレットを同封し、お知らせをす

るほか、広報いちはらや市ウェブサイト等におきましても周知を図ってまい

ります。 

今後も、国の動向を注視するとともに、誰もが安心して医療を受けられる制

度の運営に努めてまいります。 
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質問 2. 

生活保護世帯や低所得世帯を対象にしたエアコン購入支援について 

 暑い夏がやってきます。「30年たつエアコンは故障したまま。」と、生保

の方からお聞きしました。 

 また、年金暮らしの 90代のご夫婦は「古いエアコンを見ると、何時止ま  

るのかとドキドキしてくる。」と話していましたが、後日「分割して年金で払

っていく」と電話で知らせてくれました。 

 

＜答弁＞ 

生活保護世帯などを対象としたエアコン購入支援について、お答えをいた

します。 

国は、生活保護世帯におけるエアコンも含めた日常生活に必要な生活用品

については、「保護費のやり繰りによって計画的に購入していただく」として

おります。 

しかしながら、保護開始時に持ち合せがない場合などで、世帯に高齢者や

小児など熱中症予防が特に必要とされる方が含まれる場合には、エアコン購

入費用を支給できるとしており、本市では、令和７年度は１５世帯へ支給を

しているところでございます。 

また、保護世帯の事情により、当面の保護費のほかにエアコン購入費用が

必要な場合などは、社会福祉協議会の制度である生活福祉資金の活用を案内

しているところでございます。 

市といたしましては、引き続き、現行制度の適切な運用を行う中で、対象

者に寄り沿い、支援を図ってまいります。 
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質問 3.市営水道料金の減免延長について 

物価高騰に伴う家庭などでの経済負担の軽減を図るため、「重点支援地方

交付金」を活用し、市営水道給水区域内において、水道料金 20％減免され

ます。8月検針分から 11月検診分までの 4か月です。 

減免４か月を延長というお考えはありませんか。 

＜答弁＞ 

今年度予算に計上しました、市営水道料金の減免につきましては、昨年度

の、国の物価高対策としての「重点支援地方交付金」を基に、千葉県が県内

水道事業体等の料金減免支援を目的に措置をしました、特別交付金により実

施するものであり、市内に併存する県営水道におきましても、重点支援地方

交付金による減免が実施されます。 

 内容といたしましては、主に一般家庭で使用されている口径２５ミリメー

トル以下の利用者に対する基本料金、及び従量料金の２０％を減免するもの

であり、期間は、夏場の使用水量の増加を考慮し、８月検針分から１１月検

針分の４か月間としております。 

この内容は、基本的に市民の約７５％の方が利用している、県営水道に準

じて設定したものであり、減免は、県・市、それぞれの料金徴収において実

施することとなります。 

 このようなことから、ご質問の減免期間の延長について、市営水道単独に

よる取組では、全市的な効果は見込めず、また、市営水道は平均 18.0％の

料金改定を行ったものの、未だ一般会計からの繰入金を前提とした、厳しい

経営状況であることを踏まえますと、現段階において、減免期間の延長は難

しいものと捉えております。 

市としましては、現在決定をしている市営水道料金の減免を着実に実施す

るとともに、今後の国・県の動向を注視しながら、必要に応じて、県営水道

を運営する千葉県企業局と、情報を交換してまいります。 

 

《答弁後》イラン戦争は終結の方向ですが、暮らしへの大きな影響は当面続

くと考えられ、上記述べた施策の必要性は変わらないと考えます。様々の施

策の実行を求めたいと思います。 

市民の暮らしと地域経済を守るために、補正予算を組んで、困っている市民

にしっかり寄り添い対応することを要望します。 
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2. 小中学校における保護者負担経費について 

日本共産党は、憲法 26条が定める「義務教育は無償」の原則に基づき、

教材費や修学旅行費、給食費など保護者が負担する教育費の抜本的な軽減・

無償化を求めてきました。 

文科省調査を元にした教育費の試算は公立小学校 6年間約 63万円、公立

中学校 3年間約 51万円、合計約 114万円にもなります。物価高騰下、保

護者にとって大きな負担となっています。 

公的な教育費以外に、学校生活を送るうえで必然的にかかる保護者の自己

負担、制服、体操服、文房具、修学旅行や部活動などの費用が、生活を大き

く圧迫しています。 

 入学時にかかる費用は、当局の資料で、ある地域では、小学校平均

64,000円、中学校は男子 82,000円～97,000円、 女子は約 95,000円

の出費です。 

このような状況下で、東京中野区のように小中学校の教材費など今年度か

ら無償化にした自治体もあります。 

 

（1）保護者の負担軽減について  

質問 1 

2025年 6月２５日学用品負担軽減についての（「学校における通学用服等

の学用品等の適正な取り扱いについて」）文科省からの通知後、取組状況と

今後の取組についてのお考えを伺います。 
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＜答弁＞ 

文部科学省通知に係る取組の状況と考え方についてお答えいたします。 

教育委員会では、これまでも各学校に対し、通学用服や学用品の指定に当

たっては、その必要性や妥当性を十分に検討するとともに、保護者負担の軽

減に配慮するよう指導してまいりました。 

例えば、各学校においては、算数セット等のリユースの推進やドリル教材

のデジタル化に取り組んだり、購入する教材価格の妥当性や必要性について

保護者を含めた検討の場を設けたりするなど、負担軽減に向けた取組を進め

てきたところです。 

また、副読本の購入費や学力テストの一部公費負担と併せて、就学援助制

度については、援助対象の項目等を拡大するほか、必要とする家庭に確実に

行き届くよう様々な機会を捉えた周知を行うなど、保護者負担の軽減につな

がる施策を実施しております。 

ご質問の本通知の趣旨は、現下の物価高を踏まえ、通学用服や学用品等の

保護者の経済的負担に配慮するとともに、各学校において過度な指定や負担

を避けるなど、適切な取扱いを図るよう求めるものであると認識しておりま

す。 

教育委員会といたしましては、通知の趣旨を踏まえ、引き続き保護者負担

の軽減につながる取組について検討するとともに、各学校に対して適切な取

扱いが図られるよう助言を行ってまいります。 

 

 

 

《答弁後》国は自治体に対策を投げかけているわけですから、国に支援の拡

充を要求していってもよいのではないでしょうか。 
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質問 2.修学旅行費の負担軽減について 

修学旅行費は学校や目的地によって異なりますが、保護者にとって最も負担

の大きい出費です。中学校は 50,000円から 60,000円、小学校は 20,000

円から 30,000円です。負担軽減についていかがお考えでしょうか。 

＜答弁＞ 

教育委員会では、現下の物価高騰を踏まえ、就学援助制度の中で経済的な

理由により就学が困難な児童・生徒の保護者に対して、修学旅行費を援助し

ているところです。 

今後も、国の動向や他自治体の取組状況、社会経済情勢の変化を注視しつ

つ、制度の周知や運用の工夫を図りながら、必要とする家庭に援助が確実に

行き届くよう取組を検討してまいります。 

 

 

 

（2）就学援助費の拡充について 

就学援助とは、小中学校に通う児童生徒の保護者の収入が一定の認定基準

を下回る場合に、入学準備金や学用品費、修学旅行費などの保護者負担に対

して自治体が経済的に援助する制度であり、困窮する子育て世帯を支援する

制度として重要な役割を果たしています。 

就学援助制度は経済的な困難をかかえるこどもに義務教育を保障するため

のまさに命綱です。 

質問 1.憲法 26条第 2項では、「義務教育は、これを無償とする。」と義務教

育の無償化を国に求めています。様々発生する保護者への負担が、困窮する

世帯の子どもたちの教育を受ける権利を侵害する要因とならないように就学

援助制度が設けられています。この権利を守るための、重要な防波堤である

と考えます。 

就学援助制度の重要性について見解を伺います。 

＜答弁＞ 

就学援助制度についてお答えいたします。 

就学援助制度は、経済的な理由により就学が困難な児童・生徒の保護者に

対し、学用品費や給食費などの必要な経費を援助するものであり、全ての子

どもたちが等しく教育を受ける機会を確保するために、極めて重要な制度で

あると認識しております。 
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質問 2.認定者の実態についてお聞きします。 

ある自治体では、実質的な賃金は減っているのに、見た目の給与が上昇し

ているため認定基準額を超えてしまい、援助をうけられなくなった世帯もあ

るとききます。 

物価上昇の局面で本市において認定者の増減はいかがですか。 

＜答弁＞ 

就学援助制度の認定者は、小学校・中学校を合わせて、令和５年度は２，

０３７人、令和６年度は１，９１６人、令和７年度は１，７５３人となって

おります。 

認定者数は、児童・生徒数の減少に伴い、減少傾向となっているものの、

認定率につきましては児童・生徒数の約１０％前後で推移しております。 

今後も、必要とする家庭に援助が確実に行き届くよう、市ウェブサイトを

はじめ各種広報媒体を活用するとともに、家庭支援に入るスクールソーシャ

ルワーカーを介し、一層の制度周知を図ってまいります。 

 

質問 3.この間の物価高騰のもとで、就学援助制度を受けていない世帯につい

ても教育費の負担は生活を圧迫しています。就学援助制度を拡充する予定は

ありますか。 

＜答弁＞ 

教育委員会では、今年度、新たに卒業アルバム代を対象に加えるととも

に、修学旅行費については、これまで設けておりました上限額を撤廃し、実

際にかかった費用を全額援助することといたしました。 

これは、各学校に調査したところ要望が多く寄せられたことから、取り組

むこととしたものであります。 

今後も、物価高騰が続くことが想定されますので、必要な対応を検討する

など、子どもたちが等しく教育を受けることができるよう、引き続き取組を

進めてまいります。 

≪答弁後≫ 

今回発表された国勢調査によると千葉県の人口が調査開始以来初めて減少

になりました。中でも本市の人口が 9,900人の減ということは驚きです。

減少の理由は自然減ということですが、住みやすい、働きやすい、子育てし

やすい局面を鑑み、市民の声にもっと耳を傾け、人口増への施策を考えてい

ただきたいということも一言申し述べたいと思います。 
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3. 中学校の給食費無償化について 

今年 4月から国の制度により、全国で小学校給食の無償化が始まりまし

た。 

「四月から給食費がゼロになって、本当に助かります。」 小学生の娘さん

をもつお母さんからの声が早速届きました。 

 また、君津市の中学校給食費無償化も「物価高騰対応重点支援地方創生臨

時交付金」を活用することで、令和 8年度限定となりますが無償化実施しま

す。 

 千葉県では 9月開始含め小中無償化は 29自治体約 53％にも広がってい

ます。全国では 2023年時点で全自治体の 40％、722もの自治体が、小中

学校の無償化を実施していることからも、中学校給食の無償化に大きな課題

はなく、自治体独自の裁量で無償化が可能であることを示しています。無償

化は大きな流れにもなっています。 

 R8年度予算委員会の資料によりますと、滞納数は 618人です。ちなみに

小学校は 1227人です。本市の滞納数、決して少なくはありません。これだ

けの生徒の世帯が給食費が払えないでいるのです。 

    

質問 1. 中学校給食費無償化についての見解を伺います 

＜答弁＞ 

現在、本市では、第３子以降の無償化を実施するとともに、就学援助制度

などにより、経済的支援を必要とする世帯への負担軽減を図っております。 

また、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰

分を市が負担することで、給食費を値上げすることなく、学校給食を提供し

ているところです。 

中学校給食費の無償化につきましては、学校給食が教育活動の一環である

ことから、小学校と同様に、国の責任において取り組むべき課題であると捉

えております。 

教育委員会といたしましては、栄養バランスに配慮した安心・安全な学校

給食の質を確保しつつ、将来にわたり安定的に提供できるよう、国による恒

久的な財源確保と無償化の早期実現に向け、引き続き、様々な機会を通じて

要望してまいります。 

《答弁後》誰もが平等に受けられる教育環境を整えることは国、自治体の

役目です。教育費の抜本的な充実を望みます。 


